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1 価格高騰重点支援給付金（追加給付分） R6.1.5 R6.3.22
物価高が続く中で、低所得世帯への支援を行う
ことで、低所得の方々の生活を維持するため、
給付金を支給する。

令和５年度の住民税非課税世帯1,250世帯×70,000円

計画のとおり、物価高騰の影響を受ける低所得
世帯に対し支援を行い経済的負担の軽減を図っ
た。
・住民税非課税世帯　1,211世帯に支給

84,770,000          84,770,000

2 価格高騰重点支援給付金（追加給付分）事務費 R5.12.21 R6.3.30
物価高が続く中で、低所得世帯への支援を行う
ことで、低所得の方々の生活を維持するため、
給付金を支給する上での事務費。

令和５年度の住民税非課税世帯1,250世帯への給付に
かかる事務費

計画のとおり、物価高騰の影響を受ける低所得
世帯の経済的負担の軽減を図るため、住民税非
課税世帯に対する給付金を速やかに支給するた
め事務を遂行した。

2,846,702            2,846,702

3 価格高騰重点支援給付金（均等割のみ課税世帯分） R6.2.5 R6.5.23

物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への
影響が大きい低所得世帯への支援を行い、低所
得の方々の生活を維持するため、給付金を支給
する。

令和5年度の住民税均等割のみ課税世帯350世帯×
100,000円

計画のとおり、物価高騰の影響を受ける低所得
世帯に対し支援を行い経済的負担の軽減を図っ
た。
・令和5年度住民税均等割のみ課税世帯　316世
帯に支給

     31,600,000       31,600,000

4 価格高騰重点支援給付金（均等割のみ課税世帯分）事務費 R6.2.6 R6.5.23

物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への
影響が大きい低所得世帯への支援を行い、低所
得の方々の生活を維持するため、給付金を支給
する上での事務費。

令和5年度の住民税均等割のみ課税世帯350世帯への給
付にかかる事務費

計画のとおり、物価高騰の影響を受ける低所得
世帯の経済的負担の軽減を図るため、令和5年
度住民税均等割のみ課税世帯に対する給付金を
速やかに支給するための事務を遂行した。

      1,404,507        1,404,507

5 物価高騰重点支援給付金（子育て世帯加算） R6.2.5 R6.10.29

物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への
影響が大きい低所得世帯のうち、子育て世帯へ
の加算により生活を維持するため、給付金を支
給する。

R５年度分の住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世
帯対象児童202人×50,000円

計画のとおり、物価高騰の影響を受ける子育て
世帯に対し支援を行い経済的負担の軽減を図っ
た。
・令和5年度住民税非課税世帯及び均等割のみ
課税世帯、令和6年度住民税非課税等世帯の対
象児童　181名に支給

      9,050,000        9,050,000

6 物価高騰重点支援給付金（子育て世帯加算）事務費 R6.2.6 R6.11.22

物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への
影響が大きい低所得世帯のうち、子育て世帯へ
の加算により生活を維持するため、給付金を支
給する上での事務費。

R５年度分の住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世
帯対象児童（世帯）への給付にかかる事務費

計画のとおり、物価高騰の影響を受ける低所得
世帯の経済的負担の軽減を図るため、令和5年
度住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯、
令和6年度住民税非課税等世帯の対象児童に対
する給付金を速やかに支給するための事務を遂
行した。

        710,844          710,844

7 物価高騰重点支援給付金（令和６年度住民税非課税等世帯分） R6.6.18 R6.10.18

物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への
影響が大きい低所得世帯への支援を行い、低所
得の方々の生活を維持するため、給付金を支給
する。

新たにＲ６年度分の住民税非課税世帯及び均等割のみ
課税世帯200世帯×100,000円

計画のとおり、物価高騰の影響を受ける低所得
世帯に対し支援を行い経済的負担の軽減を図っ
た。
・令和6年度住民税費課税等世帯　249世帯に支
給

     24,900,000       24,900,000

8 物価高騰重点支援給付金（令和６年度住民税非課税等世帯分）事務費 R6.6.18 R7.3.31

物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への
影響が大きい低所得世帯への支援を行い、低所
得の方々の生活を維持するため、給付金を支給
する上での事務費。

新たにＲ６年度分の住民税非課税世帯及び均等割のみ
課税世帯への給付にかかる事務費

計画のとおり、物価高騰の影響を受ける低所得
世帯の経済的負担の軽減を図るため、令和6年
度住民税非課税等世帯に対する給付金を速やか
に支給するための事務を遂行した。

      1,979,577        1,746,649

9 物価高騰重点支援給付金（定額調整分） R6.6.18 R6.10.29
定額減税しきれないと見込まれる所得水準の個
人へ給付金を支給する。

定額減税可能額が減税前税額を上回る見込みの方451
人×40,000円

計画のとおり、物価高騰の影響を受ける低所得
世帯に対し支援を行い経済的負担の軽減を図っ
た。
・定額減税可能額が減税前税額を上回る見込み
の方　2,230名に支給

     99,460,000       17,590,000

10 物価高騰重点支援給付金（定額調整分）事務費 R6.6.18 R7.3.31
定額減税しきれないと見込まれる所得水準の個
人へ給付金を支給する上での事務費。

定額減税可能額が減税前税額を上回る見込みの方への
給付にかかる事務費

計画のとおり、物価高騰の影響を受ける低所得
世帯の経済的負担の軽減を図るため、定額減税
可能額が減税前税額を上回る見込みの方に対す
る給付金を速やかに支給するための事務を遂行
した。

      4,143,511        1,772,000

11 丸森町物価高騰対策中小企業等臨時支援金 R6.1.19 R6.3.19
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を
受けている中小企業等に対し、事業の継続を支
援するため、支援金を支給する。

中小企業等に支援金を交付する。
・令和４年中に使用した水道光熱費、ガソリン代、灯
油代等が30万円～100万円未満の場合50,000円、100万
円以上の場合100,000円を支給。

計画のとおり、コロナ禍において原油価格、物
価高騰の影響を受けている中小企業等に対し、
支援金を給付することにより事業継続に寄与し
た。
・物価高騰の影響を受けている中小企業等162
社に対し、支援金を支給
・１０万円支給　９０件、５万円支給　７２件

12,600,000          10,000,000

12 配合飼料価格高騰臨時対策事業 R5.12.1 R6.1.12
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を
受けた畜産農家の負担を軽減するため、配合飼
料価格の高騰分に対して支援を行う。

配合飼料価格高騰分の一部を負担する。
・対象頭数：乳用牛・肉用牛（ともに成牛）1,380
頭、肥育牛195頭、豚8,880頭、鶏93,570羽
補助単価：乳用牛・肉用牛（ともに成牛）10,000円/
頭、肥育牛5,000円/頭、豚400円/頭、鶏30円/羽

計画のとおり、エネルギー・食料品価格等の物
価高騰の影響を受けた畜産農家の負担を軽減す
るため、配合飼料価格の高騰分に対して支援を
行ったことで畜産農家の事業継続に寄与した。
・対象頭数
  乳用牛、肉用牛（ともに成牛）1,380頭
　肥育牛195頭、豚8,880頭、鶏93,570羽
・支給人数　70人

21,140,050          20,000,000

13 入学準備臨時交付事業 R5.11.1 R6.3.18
児童生徒の健全な育成を図るためエネルギー・
食料品価格等の物価高騰の影響を受ける児童生
徒保護者の経済的負担の軽減を図る。

入学準備支援として体操着を支給する。
・令和６年度入学予定者140人×体操着の単価11,700
～15,510円

計画のとおり、新入学の小中学生に体操着を支
給することで、子育て世帯の経済的負担の軽減
を図った。
・令和６年度に入学した児童生徒139人に対
し、運動着を支給

1,916,460            1,500,000

14 阿武隈急行線臨時支援事業 R5.5.12 R6.3.29

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を
受ける阿武隈急行線利用学生を支援するととも
に、阿武隈急行線の利用を促進し地域交通の維
持を図る。

通学定期購入に係る費用の２／３を補助する。
・令和５年度通学定期購入見込　14,889,000円

計画のとおり、阿武隈急行線を利用する学生の
再利用を促し、阿武隈急行線の利用促進を図っ
た。
・補助実績件数は797件（前年度(R4):538件）

12,260,400       10,869,000

15 町営学習塾運営臨時支援事業 R5.8.1 R6.3.15

東日本台風災害やコロナ禍を経て、特に中学生
の学力低下や家庭学習の定着率が課題となる
中、学習環境の整備と生徒の学習意欲の向上を
目指すため、AI教材を活用した町営学習塾を開
設・運営し、併せて、子どもの通塾や教材購入
費等にかかる負担軽減を図り、エネルギー・食
料品価格等の物価高騰の影響を受ける生徒及び
保護者を支援する。

町営学習塾参加者（町内中学校生徒）の保護者が負担
するシステム使用料を負担する。

計画のとおり、町営学習塾で利用する学習シス
テムの使用料について、町が負担し、エネル
ギー・食料品高騰等の物価高騰の影響を受けて
いる生徒及び保護者の負担軽減に寄与した。

3,850,000        3,000,000
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